
○ 国産材の流通は、小規模かつ分散的で多段階を経る構造であり、ハウスメーカー等の需要者ニーズに、
的確かつ迅速に対応することが困難な状況。

（４）競争力の高い製材・加工体制の整備

的確かつ迅速に対応することが困難な状況。

○ 地域における森林資源、施設の整備状況や工場の規模等を踏まえつつ、製材・加工を大規模化する等の
体制整備を行っていくことが必要。

■ 大規模製材工場等の国内分布（H20）■ 新生産システム（川上と川下が連携した大規模化モデル）の推進
従 来 新生産システム
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所有者 所有者 所有者

森林所有者へ
の施業提案等
による集約化

路網と高性能
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素材生産 素材生産 素材生産
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直送による木材
流通の合理化

２～３万m3

３万m3以上

集成材

製材
１～２万m3

・川上と川下が連携して大ロットで
安定的な供給を実現

・所有規模が零細、生産・流通が小規模
多段階 分散的

大規模製材工場製材工場 製材工場 製材工場 大規模な加工
施設の整備

0.5万m3以上

集成材

合板

0.5万m3以上

安定的な供給を実現多段階・分散的

■ 製材工場の規模別の整備方向のイメージ

大規模工場
大規模型
（単独タイプ）

一つの工場で、原木調達から加工、販
売までを行い、スケールメリットを追求す
るタイプ１万ｍ3以上

４５４工場

中規模工場
２千m3以上１万ｍ3未満
１，８９０工場

小規模工場

るタイプ

大規模型
（連携タイプ）

例えば、１次加工（粗挽き）を行う複数
の工場と２次加工（乾燥・仕上げ）を行う
中核工場が連携し、グループとして大規
模化を図るタイプ
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注１：製材工場は、国産材のみの年間消費量
注２：製材工場以外は､国産材及び外材の年間消費量

資料：林野庁業務資料
小規模工場
２千m3未満
４，５２１工場

（計６，８６５工場）
垂直連携型

地域ごとに森林所有者、製材工場、工
務店など川上と川下の関係者が連携し、
消費者ニーズに対応した特色ある取組
を行うタイプ（顔の見える木材での家づく
り）資料：農林水産省「平成２１年木材統計」

注：材積は、年間原木消費量。



○ 平成１９年世論調査によると、８４％が「木造住宅を選びたい」と回答。
○ 国内の新設住宅の５割強は木造であり、住宅建築の動向は木材需要に大きく影響。木材利用の拡大に向け、

（５）需要者ニーズへの対応

木造技術の標準化、木造住宅建築の担い手の育成などを図りつつ、地域材住宅を推進していく必要。
○ プレカット加工の進展（在来工法住宅のうちプレカット材を使用した住宅はＨ２０で約８割）や阪神・淡路大震災
を契機として、品質・性能の明確な木材へのニーズが増大しており、これに応えた製品の安定的な供給が重要。

253

(4.0%)

Ｈ２１用途別木材（用材）需要量

その他用材

■ 住宅選びの意向

非木造住宅

15％

わからない

2％
木材の総需要量（約6,300万m3）に

占める建築用材の割合 ： 約４割

■ 木材需要に占める建築用材の位置付け

2,351

(37.2%)
2,900

(45.9%)

( )

６，３２１万m3

製材用材

パルプ・

チップ用材

木造住宅
（在来工法）

62％

木造住宅
（ツーバイフォー工法など）

22％

（国産材（約1,760万m3）のみの場合は約５５％）

建築用木材の需要拡大が

816

(12.9%)

合板用材

資料：内閣府「森林と生活に関する世論調査」H19

60%140
（万戸）

■ 工法別の新設住宅着工戸数と木造率の推移
■ 建築用製材品出荷量に占める人工乾燥材出荷量の割合

建築用木材の需要拡大が
木材全体の需要拡大に大きく寄与

資料：林野庁業務資料
丸太換算材積

（単位：万ｍ3）
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19.6
21.5 22.6

25.4
27.2

25

30

10,000

12,000
（千m3） （%）製材品出荷量 乾燥材割合

0 42 43 43 43

8 8 9 10 11
10 11

9

2 2 2 2 2
2 2

1

65 64 65 69 73
56 58

3644% 45%
45%

44%
43%

35%

40%

45%

20

40

60

80
非木造

プレハブ工法（木造）

ツーバイフォー工法

木造軸組工法

木造率（右目盛）

設
住
宅
着
工
戸
数

11,326 11,023 10,507 10,207 9,455

2,217 2,375 2,379 2,596 2,573 10

15

20

4,000

6,000

8,000

乾燥材

13

40 42 43 43 43 39 39 32

30%

35%

0

20

平成14 15 16 17 18 19 20 21

木造率（ 目 ）

（年）
資料：国土交通省「住宅着工統計」

注：総数と内訳の不一致は、単位未満の四捨五入によるものである。
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資料：林野庁業務資料



（６）公共建築物等における木材の利用の促進

■ 公共建築物等における木材利用の促進スキーム○ 公共建築物等の木造化率は、床面積ベースで
７.５％と低位。低位。
○ 第１７４回国会（常会）において、「公共建築物等
における木材の利用の促進に関する法律」が成立。
○ 国、地方公共団体が率先して木材を活用してい
くことにより 多数の市民に木材の良さを理解して

○具体的なターゲットと国自らの目標の設定（率先垂範）

低層の公共建築物については

＜農林水産大臣・国土交通大臣による基本方針の策定＞

(単位：％）

H７年度 H12年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

■ 公共建築物等の木造化の現状

くことにより、多数の市民に木材の良さを理解して
もらうことを期待。

木材利用促進のための支援措置の整備

低層の公共建築物については
原則として全て木造化を図る

H７年度 H12年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

公共建築物
等

棟数 23.5  22.8 24.7 24.6 26.6 25.9

床面積 5.1 5.3 6.9 6.7 7.2 7.5 

木材利用促進のための支援措置の整備

○公共建築物に適した木

＜法律による措置＞

○本法律の制定を受けて

＜木造技術基準の整備＞

○品質 性能の確かな木

＜予算による支援＞

全ての
建築物の
合計

棟数 66.7 68.2 69.7 69.7 71.1 71.2 

床面積 36.7 36.1 34.1 34.1 35.8 36.1 

資料：国土交通省「建築統計年報」をもとに作成

○公共建築物に適した木

材を供給するための施設
整備等の計画を農林水産
大臣が認定

○認定を受けた計画に

従って行う取組に対して

○本法律の制定を受けて、

官庁営繕基準について木造
建築物に係る技術基準を整
備

○整備後は地方公共団体へ
積極的に周知

○品質・性能の確かな木

材製品を供給するための
木材加工施設等の整備
への支援

○展示効果やシンボル性

の高い木造公共建築物の

■ 公共建築物等での木材利用事例

資料：国土交通省「建築統計年報」をもとに作成
注：１）各年度において着工した建築物における木造率である。

２）公共建築物等は、国又は地方公共団体が整備する建築物及びそれに準ずる公共性の
高い建築物（民間が整備する学校、社会福祉施設など）として整理。

従って行う取組に対して、
林業・木材産業改善資金
の特例等を措置

積極的に周知 の高い木造公共建築物の
整備等を支援

等

具体的・効果的に木材利用の拡大を促進
・公共建築物における木材利用拡大（直接的効果）
・一般建築物における木材利用の促進（波及効果）

併せて、公共建築物以外における木材利用も促進
・住宅、公共施設に係る工作物における木材利用
・木質バイオマスの製品・エネルギー利用

茂木中学校（栃木県） 14美祢・来福台県営住宅（山口県）

林業・木材産業の活性化と森林の適正な整備・保全の推進、木材自給率の向上

木質バイオマスの製品 エネルギ 利用



（７）未利用木質資源の燃料・製紙原料等総合的利用の推進

○ 間伐材を含む林地残材を中心として、木質バイオマス資源発生量の半分以上が利用されていない状況。

○ 間伐材等の木質バイオマスとしての利用を促進することは、マテリアル利用、エネルギー利用のいずれに
おいても CO 削減や山村の経済活性化に貢献おいても、CO2削減や山村の経済活性化に貢献。

○ 石炭火力発電所における間伐材混合利用の実証事業や、未利用木質資源の安定供給体制の整備、燃料
等木質バイオマス利用の研究・技術開発・普及、また、製紙原料利用などの取組を総合的に推進。

■ 木質バイオマス利用のポテンシャル ■ 木質バイオマスの用途■ 木質バイオマス利用のポテンシャル ■ 木質バイオマスの用途

・ 木質ペレット
・ バイオエタノール 等

エネルギー利用

発生形態別
木質バイオマス資源量

林地残材
約２，０００

（単位：万m3）

ほとんど未利用

利用状況

バイオエタノ ル 等

マテリアル利用

・ 紙パルプ
・ バイオマスプラスチック
・ ナノカーボン

製材工場等残材
１，０７０

建設発生木材

２３０ ７８０ ６０

エネルギー利用

■ 木質バイオマスの燃料利用の促進
■ 石炭と間伐材との混合利用の実証実験を予定している

・ ナノカーボン
・ 防虫剤 等

（注：研究・技術開発段階のものを含む）

建設発生木材
１，１８０

６３０

１８０

３７０
ネルギ 利用

マテリアル利用

未利用
資料：林野庁業務資料 資料：林野庁業務資料

木質ペレットなどの燃料等を安定的に
供給するための製造設備の導入を支援

未利用木質資源を安定供給するための
機材等の導入を支援

木質ペレットなどの利用を促進するため
ペレットボイラーやストーブの導入を支援

石炭と間伐材との混合利用の実証実験を予定して る
石炭火力発電所

園芸施設

チップ

製材工場公共施設

新日本製鐵
釜石

電源開発
松浦

中国電力
新小野田

中国電力
三隅
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高性能林業機械 結束装置など 木くず焚きボイラー ペレット燃焼機器 など燃料や製紙用チップなどの

製造施設

ペレット

効果：資源の供給コスト低減 効果：高稼働率、製造コスト低減 効果：石油からバイオマスへ転換

住友共同火力
新居浜西九州電力

苓北

松浦




